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事業計画の概要について 
 

中小企業者名                                                

 
事業計画等に基づき所定の事項を記入してください。 
※記載欄が不足する場合は別紙にお書きください。 
 
１．新事業の目的・出資者の概略・事業開始までの経緯について 
※分社化等の場合は設立元会社等の所在地・事業内容・設立日・代表者名・従業員数もお書きください。 
①新事業の目的 
 
 
 
②出資者の概略 
 
 
 
③事業開始までの経緯 
 
 
 

 
２．新事業の内容について 
※具体的な取扱商品（サービス）・仕入先・販売先・セールスポイント・現在の事業の状況（営業開始予定日）を 
お書きください。 
新事業が該当する定款の「目的」の番号（                      ） 
①具体的な取扱商品（サービス） 
 
 
②仕入先 
 
 
③販売先 
 
 
④セールスポイント 
 
 
⑤現在の事業の状況 
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３．新事業に関して次に該当する場合は○をしてください。（予定含む） 
 個人の事業を継承（法人成り）  親会社のある部門が独立 
 外国法人の事業を継承（日本法人成り）  代理店契約を締結 
 他社の事業を譲り受け（営業譲渡）  フランチャイズ契約を締結 
 他社や居宅と同居   
 

４．着手日（改善計画認定申請書における事業を開始した日） 平成  年  月  日 

※法人の創業・分社化等の場合は会社成立の年月日になります。 
※異業種進出・個人事業の創業の場合は新事業に着手した日のうち最も早い日になります。（前払日等含む） 
取締役会の決議日 平成  年  月  日  ・  なし 
事務所・店舗の賃貸借契約日 平成  年  月  日  ・  なし 
設備の購入契約日 平成  年  月  日  ・  なし 
代理店・フランチャイズ・営業譲渡の契約日 平成  年  月  日  ・  なし 
新事業のための資金借入申込日 平成  年  月  日  ・  なし 
許認可の申請日 平成  年  月  日  ・  なし 
その他 平成  年  月  日  ・  なし 
※着手日が確認できる書類の提出が必要になります。 
 
５．必要とする許認可・届出等について （ あり ・ なし ） 
※事業に必要な許認可・届出・登録等を全てお書きください。 

許認可等名称 申請先 取得予定時期等 
   

   

   

   

 
６．ホームページ （ あり ・ なし ）  （開設予定日：平成  年  月） 

http://www.                              
 
７．労働条件等について ※まだ雇い入れがない場合は予定をお書き下さい。 
1週間の所定労働時間（     時間）  
1日の所定労働時間 （     時間） 1日の休憩時間（     分） 
休日 （・完全週休二日制 ・その他の週休二日制 ・週休一日制 ・その他） 
法定労働時間を越える労働（・有 ・無） 36協定の届出（・有 ・無） 
6か月継続勤務後の年次有給休暇の付与日数（    日） 
賃金が最も低い労働者の額（           円 ／ ・年 ・月 ・日 ・時間 ） 
 

http://www.
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８．収支計画（月平均） 
 開業当初 軌道に乗った後（ 年後） 
 収 支 売上高・経費等の内訳 収 支 売上高・経費等の内訳 
売上高① 万円 万円 

仕入原価② 万円 万円 

人件費 万円 万円 
家賃 万円 万円 
支払利息 万円 万円 
その他 万円 万円 

経費 
③ 

 計 万円 万円 
利益 
①－②－③ 

 
万円 

○売上高の内訳 
                    

 
 
  
○人件費の内訳 
役員報酬（計   人） 

（計      万円） 
基盤人材（計   人）

（計      万円） 
他の労働者（計  人） 

（計      万円） 
万円 

○ 売上高の内訳 
  
 
 
                

○人件費の 
役員報酬（計   人） 

（計      万円） 
基盤人材（計   人）

（計      万円） 
他の労働者（計  人） 

（計      万円） 

 
 
９．組織図（別表に記載） 
※申請時点の従業員数等 
雇用保険の一般被保険者 人 パート・アルバイト 人 
派遣労働者（受入数） 人 出向者（受入数） 人 
業務委託している個人 人 その他 人 

 
１０．本店以外の事業場所（基盤人材の雇い入れがある場合のみ記載） 

事業所名 住 所 

  

  

  
 



異業種提出用 
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中小企業基盤人材確保助成金の受給には産業分類番号が異なることだけでなく、従来事業と新事業が明確

に分かれること（対象労働者が従来事業を兼務しないこと）が必要です。 
 
Ⅰ 従来事業の概要（日本標準産業分類の細分類で複数の事業に該当する場合は全てお書きください。） 

※分類表 → http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/19-3.htm 

 
Ⅱ 新事業の概要 
①業種名 ②産業分類番号 ③具体的事業内容 
 
 

  

 
 

  

 
 

  

④（従来事業と重なる仕入先） □ 有・□ 無 ⑤（従来事業と重なる販売先） □ 有・□ 無 
 
Ⅲ 従来事業と新事業のそれぞれの事業場所 

 

①業種名 ②産業分類番号 ③具体的事業内容 
 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

  

④従来事業が該当する定款の「目的」の番号（                        ） 
⑤（具体的な取扱商品（サービス）・仕入先・販売先） 
 
 
 
 
 
 

①従来事業の事業場所（事業所名及び住所をお書きください） 
 
 
 
②新事業の事業場所（※従来事業と同一場所の場合はこれまでの使用方法・移転先等についてもお書きください。） 
 
 
 

http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/19-3.htm

